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3 全体総括 
 
3-1 北海道の人口動態の要因分析の総括 
 
3-1-1 自然増減に関する要因分析の総括 
北海道の 2022 年の自然増減数は約▲4.8 万人で、全国で大阪府に次いで減少数が多い。社会増減と合

わせた人口減少数は全国ワーストとなった（図表 3-1）。 

【図表 3-1 都道府県別の人口増減数】（図表 1-4 再掲）  
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地域の出生力の指標である合計特殊出生率の推移をみると、北海道・全国いずれも 2015 年以降低下が
続いている。北海道は一貫して全国よりも低い水準が続いており、2022 年には 1.12となった。出生数に
ついても、右肩下がりの状況が続いている（図表 3-2）。 

【図表 3-2 出生数・合計特殊出生率の推移】（図表 2-1-1 再掲） 

 
都道府県・政令市における合計特殊出生率の全国との差を、出生順位別、母の年齢区分別に要素分解す

ると、北海道では他県と比較して「第 1 子有配偶出生率」や、「30-34 歳の出生率」のマイナス寄与が大
きくなっている（図表 3-3, 4）。 

【図表 3-3 合計特殊出生率 全国との差を要素分解（婚姻要因・出生力要因別）】（図表 2-1-5 再掲）  
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【図表 3-4 合計特殊出生率 全国との差を要素分解（母の年齢区分別）】（図表 2-1-6 再掲） 

 
北海道における各歳出生率の動向をみると、27 歳頃までは全国平均と同水準で推移するものの、特に

30 代前半にかけて出生率が大きく低下している。合計特殊出生率が全国最低水準である札幌市は、20 代
についても全国平均より低い水準で推移している。一方、同様に合計特殊出生率が低い東京都区部では、
20 代の出生率が低い代わりに、30代以降の出生率が相対的に高水準で推移してそれを補っている。これ
は女性の社会進出や高学歴化の進んだ都市部に多くみられる「キャッチアップ現象」と呼ばれるもので、
東京特別区部に加え、地方都市として札幌市と対比されることの多い福岡市においてもわずかながらみ
られる現象であるが、札幌市では全くみられないのが特徴的である（図表 3-5）。 

【図表 3-5 各歳出生率の動向】（図表 2-1-7 再掲）  
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年代別の有配偶率と有配偶出生率に影響を及ぼす要因について、主成分分析や重回帰分析を用いて分
析を行った結果、都道府県別のデータを対象とした分析では以下のような示唆が得られた。 

 
 20-24 歳、30-34 歳では高卒の男性が、30-34 歳、35-39 歳では大学院卒の男性が多い方が有配偶

率にプラスの影響を及ぼしている（30-34 歳ではいずれの男性が多くてもプラスの影響となる）。 
 「地域とのつながり」は、いずれの年代でも有配偶率を押し上げた。 
 平均初婚年齢は 20-24 歳の有配偶出生率を押し下げ、30-34歳、35-39歳の有配偶出生率を押し上

げている。 
 多子世帯の割合は、いずれの年代でも有配偶出生率と密接に関連している。 

 
加えて、道内 179 市町村別のデータを対象とした分析では以下のような示唆が得られた。 

 20-34歳まで、同年代の人口性比（男性が多いほど高い）が有配偶率を押し上げている。 
 「所得」は、婚姻・出生力要因いずれにもプラスの影響を及ぼしている。 

 
こうした示唆から、都道府県という広域の単位においては、自身の能力を発揮できる職場の存在や、地

域との関わり合いを持てる環境が有配偶率の上昇に資すること、市町村という小さな単位においては、
所得が担保され、女性だけでなく男性も地域に残りたいと思える環境が有配偶率だけでなく出生率への
好影響を与えていると考えられる。 
北海道の低出生率の背景には、「第 1 子有配偶率」「30 代の有配偶率および有配偶出生率」が低いこと

から、結婚しても第 1 子をもうけにくい、30 代前半の時に結婚や出産という選択がとれないなどの事情
があると考えられる。実際に、北海道が行った住民アンケートの結果においても、自身の生活環境におけ
る「収入や家庭」に対する満足度は 21 の設問の中で最も低く、30 代はその中でも突出して低い結果とな
っている（図表 3-6）。 

【図表 3-6 設問別の満足度スコア】（図表 2-4-16 再掲・抜粋）  
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また、同アンケートでは 18-29 歳の男女のうち 3 割以上が、回答者全体でもおよそ 2 割が「子どもは
持たない」予定であると回答している（図表 3-7）。その理由としては、過半数が「子育てや教育にお金
がかかりすぎるから」と回答している（図表 3-8）。 
 

【図表 3-7 予定する／実際に持った子どもの人数】（図表 2-4-29 再掲・抜粋） 

 

【図表 3-8 予定する／実際に持った子どもの人数が少ない理由】（図表 2-4-30 再掲・抜粋） 
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道内自治体の取組をみると、子育てや教育にかかる負担軽減という点では、「出産祝い金の支給」や「小
中学校の給食費無償化・補助」に取組んでいる自治体が過半数を占めている（図表 3-9）。 

【図表 3-9 各種人口減少対策の実施市町村数】（図表 2-5-1 再掲） 
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3-1-2 社会増減に関する要因分析の総括 
北海道における社会増減の推移をみると、日本人の国内移動においては転出が転入を上回る社会減少

が続いている（図表 3-10）。ただし国外移動を含めると、近年では外国人労働者や技能実習生の増加によ
り社会増が達成される年もみられる。男女別では、女性の方が社会減少の幅は大きく、特に 2020 年以降
その傾向が顕著となっている。年代別にみると、社会減少のほとんどを 15-29 歳が占めている（図表 3-
11）。 

【図表 3-10 北海道の社会増減数 男女別の推移】（図表 2-2-2 再掲） 

 

【図表 3-11 北海道の年代別の社会増減数（2023 年）】（図表 2-2-4 再掲）  
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また、特に流出の大きい 20-24 歳の流出先を地域別にみると、東京圏 1 都 3 県（埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県）へと集中している（図表 3-12）。 
つまり、北海道の社会減少の主要因は、大学進学者が就職をするタイミングである 20-24歳の時期に、

東京都やその周辺へ多くの移住が発生していることによるものといえる。 

【図表 3-12 北海道から各都府県に対する転入超過数（2015→2020 年、20-24 歳）】（図表 2-2-9 再掲）  
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北海道から首都圏への転出者に対して、進学や就職に伴う転出の理由を問うと、進学では、「やりたい
分野や学問など希望する学校だったから」「自分のレベルに合う進学先だったから」という現実的な理由
が、就職では、「都会での生活に憧れがあったから」「自分の夢ややりたいことを実現できそうだったか
ら」というイメージ面を理由とするものの回答率が高く、特に女性に多い傾向である（図表 3-13, 14）。 

【図表 3-13 首都圏の学校に進学した理由】（図表 2-3-3 再掲・抜粋） 

 

 

【図表 3-14 居住地として首都圏を選んだ理由】（図表 2-3-5 再掲・抜粋） 
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道内の 14 振興局を対象として、その地域で働く就業者数の増減率と、新設住宅着工戸数および転入
超過率の関係をみると正の相関がみられ（図表 3-15）、今後その地域に長期的に居住する可能性が高い
と考えられる新設住宅の着工動向は、子育て世帯の多い 30-39 歳の転入超過率と強い相関関係がみられ
る（図表 3-16）。 

【図表 3-15 就業者数の増減と転入超過率との関係性】（図表 2-2-13 再掲） 

 

【図表 3-16 新設住宅着工戸数と子育て世代の転入超過率との関係性】（図表 2-2-16 再掲） 
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